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芳賀地区広域行政事務組合新斎場建築設計業務委託 

特記仕様書 

 

この仕様書は、芳賀地区広域行政事務組合（以下「組合」という。）が発注する下記の業務に関して、受注者

が当該業務を履行するために必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 業務名称   芳賀地区広域行政事務組合新斎場建築設計業務委託 

 

２ 業務委託の範囲 

(1) 基本設計 

 ア 建築（総合）基本設計に関する標準業務 

 イ 建築（構造）基本設計に関する標準業務 

 ウ 電気設備基本設計に関する標準業務 

 エ 機械設備基本設計に関する標準業務 

 オ 外構（雨水排水施設、施設駐車場等含む）基本設計に関する業務 

 カ レイアウト計画及び設計に関する業務 

 キ 概算工事費の検討業務 

 ク 地質調査業務（４箇所程度） 

   ・機械ボーリング  軟質地盤 φ６６㎜：８０ｍ φ８６㎜：１５ｍ 

             普通地盤 φ６６㎜：２０ｍ 

   ・標準貫入試験   軟質地盤 １回／ｍ ８４回 

             普通地盤 １回／ｍ ２０回 

   ・孔内水平載荷試験 普通載荷 １回 

   ・サンプリング   シンウォールサンプリング ２本 

   ・現場透水試験   ケーシング法 １回 

   ・土質試験     土粒子の密度試験  ２試料 

             土の含水比試験   ２試料 

             土の粒度試験    ２試料 

             土の液性限界試験  ２試料 

             土の塑性限界試験  ２試料 

             土の湿潤密度試験  ２試料 

             土の圧密試験    ２試料 

             三軸圧縮試験    ２試料 

   ・ＣＢＲ試験    ３試料 

 ケ 雨水排水処理方法の検討業務 

 コ 敷地造成工事の設計業務 

(2) 実施設計 
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 ア 建築（総合）実施設計に関する標準業務 

 イ 建築（構造）実施設計に関する標準業務 

 ウ 電気設備実施設計に関する標準業務 

 エ 機械設備実施設計に関する標準業務 

 オ 外構（雨水排水施設、施設駐車場等含む）実施設計に関する業務 

 カ レイアウト計画及び設計に関する業務 

キ 敷地造成工事の設計業務 

 (3) 積算業務 

 積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、複合単価資料の作成、見積の徴収、見積検討資料の作成、設

計内訳書の作成等 

 ア 建築積算 

 イ 電気設備積算 

 ウ 機械設備積算 

 エ その他積算 

(4) その他 

 ア 概略工事工程表の作成 

 イ 透視図作成 

ウ 計画通知申請手続き業務 

エ 構造計算適合性判定手続き業務（行政手数料含む） 

 オ 建築基準法、消防、その他関係法令等に関する各種申請書類の作成とその申請手続き業務。なお、申請

手数料等、許認可取得までに要する経費については、すべて受託者負担とする。 

 カ 省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続き業務（建築物省エネルギー法の適合判定を含む） 

 キ その他、会議や住民説明会等に必要な資料の作成及び出席 

 

３ 設計与条件 

（1） 敷地の条件 

  ア 位  置     栃木県真岡市下大田和地内（別紙位置図参照） 

イ 敷地面積     約２５，０００㎡（うち整備面積を約１０，０００㎡とする） 

           ※整備面積約１０，０００㎡の位置及び形状については、各自設定のこと 

ウ 区域区分     市街化調整区域 用途地域なし（建蔽率６０％ 容積率２００％） 

            ※令和９年５月頃に都市計画決定予定 

エ 防火地域     指定なし 

（2） 施設の条件 

ア 延床面積     ２，６４７㎡以内 

イ 主要構造     指定なし 

ウ 火葬炉機能     人体炉６基（２炉１系列強制排気方式） 

エ 耐震性能     構造体「Ⅱ類」、建築非構造部材「Ａ類」、建築設備「甲類」 

※「組合新斎場建設基本計画」、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」による 

オ 建築物類型・用途 建築物の類型「第十二号」、建築物の用途等「第２類」 

※「令和６年国土交通省告示第８号別添二」による 
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（3） 周辺の条件 

ア 周辺道路     北側 市道 104 号線 幅員：7.4ｍ～11.0ｍ 

東側 市道 107 号線 幅員：12.0ｍ～15.0ｍ 

             ※市道 104 号線（北側）から火葬場への入口を設置するものとし、入口から約１５

０ｍの区間は右折レーン（１車線）及び歩道を整備予定。 

 イ 上水道      市水道本管からの供給 

 ウ 下水道：汚水   浄化槽 

エ 下水道：雨水   敷地内に雨水排水施設を設け、敷地内浸透処理とする 

 オ 電気       電力会社からの供給 

（4） 設計与条件の資料等 

 ア 位置図 

 イ 現況平面図 

 ウ 近傍地の地質調査資料 

 エ 芳賀地区広域行政事務組合新斎場建設基本計画 

（5） その他 

  「芳賀地区広域行政事務組合新斎場建設基本計画」に基づき設計すること。 

 

３ 想定建築工事費   ２，９１１，７００，０００円（消費税及び地方消費税含む） 

           ※建物本体工事費（火葬炉設備工事費は除く） 

 

４ 業務の実施 

（1） 一般事項 

  ア 受託者は、業務の開始にあたって、本仕様書を熟読し、組合の指示により、その趣旨を本業務に的確に

反映させること。 

イ 本業務は、提示された設計与条件、適用基準等によって行い、組合会議、議会等と随時合意形成を図り

ながら進めるものとする。 

  ウ 建築設計業務委託特記仕様書（以下「設計特記仕様書」という。）に記載されていない事項は、「建築設

計業務委託共通仕様書」（栃木県県土整備部建築課制定）による。 

エ 平面計画は、「建築設計業務委託共通仕様書」（栃木県県土整備部建築課制定）の構造計画書〈様式７〉

及び調査表〈様式８〉と共に速やかに提出して承認を受けるものとする。 

オ 材料、設備等については、できる限り特殊なものを使用せず、必要性、費用対効果等を検証し、建設コ

スト及び維持管理コストの縮減に努めること。 

カ 発注者の指示により、受注者は「設計説明書〈任意様式〉」に必要事項を記入の上、関連する資料と共

に発注者に提出すること。 

キ 基本設計業務については、受注後速やかに複数案提示すること。また、基本設計における各種項目につ

いての比較表を作成すること。 

ク 実施設計を完了したときは、工事毎に図面を整理統合し、「建築設計業務委託共通仕様書」（栃木県県土

整備部建築課制定）の法令チェックシート〈様式９〉と共に提出し監督職員の受け入れ照査を受けるも

のとする。 

ケ 工事費概算書の作成に当たり、使用する単価、数量について監督職員と協議を行うこと。 

コ 積算数量調書の作成は、「営繕積算システム RIBC２」の内訳書作成システムにより行うものとする。 
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サ 建築副産物対策（発生の抑制、再利用の促進、適正処理の徹底）について検討を行い、設計に反映させ

るものとし、その検討内容をリサイクル計画書として取りまとめを行う。 

シ 建築士法第２４条の７に基づき、設計受託契約に先立ち契約の内容及びその履行に関する事項を「重要

事項説明」にて説明すること。 

ス 契約締結後、建築士法第２４条の８に基づく書面の交付を行うこと。 

セ 業務上知り得た秘密は、他に絶対漏らしてはならない。 

（2） 配置技術者等 

ア 管理技術者 

    本業務に係る技術的事項を総括する者であり、業務担当者のうちで総括して業務を管理する立場を有す

る。また、本業務の成果品が本仕様書及び関係法令等に適合することに関し責を負う者であり、建築士

法第２条から第２条の２による一級建築士とする。 

イ 主任技術者 

    管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を統括する役割を担う者をいう。 

ウ 各技術者（意匠設計、構造設計、電気設備設計、機械設備設計、建築積算、土木設計、土木積算） 

    建築又は土木の設計・積算に関する業務に数多く携わり、経験を有する者を選出し、組合の承諾を得た

うえで業務にあたること。 

エ 照査技術者 

    建築士法第２条から第２条の２による一級建築士の照査技術者を定め、設計内容に不備、誤算等が生じ

ないよう充分な管理、照査を行った上で組合へ成果品を提出すること。 

オ 協力会社 

    電気設備、機械設備、土木の設計等を他社に協力させる場合は、当該契約の相手方を県内に本店を有す

る者の中から選定するよう努めるものとし、その担当者名簿及び組合が指定する書類を提出して承認を

受けること。 

（3） 打合せ及び記録 

  打合せは次の時期に行い、その内容を書面により速やかに提出する。 

ア 業務着手時 

イ 基本方針策定前及び基本設計着手前 

ウ 実施設計着手前 

エ 積算着手前 

オ 監督職員又は管理技術者が必要と認めたとき 

（4） 適用基準 

   特記がない場合には、国土交通省大臣官房官庁営繕部（建設大臣官房官庁営繕部）が制定又は監修した

ものによる。 

   なお、下記の仕様書等については、業務実施時の最新版を適用する。 

ア 共通 

 Ａ 建築工事積算要領（栃木県） 

Ｂ 建築工事積算基準（栃木県） 

Ｃ 電子納品運用に関するガイドライン（栃木県） 

Ｄ 栃木県ひとにやさしいまちづくり条例施設整備マニュアル 

Ｅ 栃木県公共事業景観形成指針 

Ｆ 官庁施設の基本的性能基準 
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Ｇ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

Ｈ 官庁施設の総合耐震診断・改修基準 

Ｉ 官庁施設の環境保全性基準 

Ｊ 栃木県屋外広告物条例 

Ｋ 真岡市景観計画 

イ 建築 

Ａ 公共建築工事積算基準 

Ｂ 公共建築工事共通費積算基準 

Ｃ 公共建築工事標準単価積算基準 

 Ｄ 建築工事設計図書作成基準 

Ｅ 敷地調査共通仕様書 

Ｆ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

Ｇ 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

Ｈ 建築物解体工事共通仕様書・同解説 

Ｉ 建築設計基準 

Ｊ 建築構造設計基準 

Ｋ 建築工事標準詳細図 

Ｌ 擁壁設計標準図 

Ｍ 構内舗装・排水設計基準 

Ｎ 標準案内用図記号ガイドライン（一般案内用図記号検討委員会策定） 

Ｏ 公共建築木造工事標準仕様書 

Ｐ 公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

Ｑ 公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

Ｒ 建築数量積算基準 

Ｓ 営繕工事積算チェックマニュアル（建築工事編） 

ウ 設備 

 Ａ 公共建築工事積算基準 

 Ｂ 公共建築工事共通費積算基準 

 Ｃ 公共建築工事標準単価積算基準 

 Ｄ 建築設備計画基準 

Ｅ 建築設備設計基準 

Ｆ 建築設備工事設計図書作成基準 

Ｇ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

Ｈ 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

Ｉ 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

Ｊ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

Ｋ 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

Ｌ 公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

Ｍ 雨水利用・排水再利用設備計画基準 

Ｎ 建築設備耐震設計・施工指針 

Ｏ 建築設備設計計算書作成の手引き 
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Ｐ 公共建築設備数量積算基準 

Ｑ 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

Ｒ 公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

Ｓ 営繕工事積算チェックマニュアル（電気設備工事編） 

Ｔ 営繕工事積算チェックマニュアル（機械設備工事編） 

Ｕ 自動火災報知設備工事基準書 

（5） 貸与資料等 

  ア 公図連続転写図（土地所有者、地目、登記面積を記入） 

  イ 境界確定図 

  ウ 現況平面図及び公図重ね図 

  エ 既存敷地及び近傍地地質調査資料 

  ※本業務契約締結後に貸与するものとする。 

（6） 提出書類 

ア 業務契約時に提出する書類 

   Ａ 業務着手届 

   Ｂ 管理技術者届、管理技術者経歴書 

   Ｃ 担当主任技術者名簿 

   Ｄ 業務工程表 

   Ｅ 業務計画書 

   Ｆ その他、組合が必要と認める書類 

イ 業務完了時に提出する書類 

   Ａ 業務完了届 

   Ｂ 成果品引渡書 

   Ｃ 委託業務提出図書 

   Ｄ 打合せ議事録 

   Ｅ その他、組合が必要と認める書類 
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４ 成果物及び提出部数等 

（1） 基本設計 

    基本設計の成果物は表１－１による。 

                                          （表１－１） 

種 別 部数・形態 備 考 

建築基本設計図書 
 ①建築計画概要書 
  建物概要、配置計画、造成計画、動線計画、意匠計

画、景観計画、色彩計画、セキュリティ計画、防災
計画、外構計画、植栽計画、雨水排水計画（雨水利
用設備導入検討含む）、工程計画、仮設計画、その
他実施設計に必要な基本的事項を決定するための
資料及び検討書 

 
 ②建築基本設計図 
 
 ③構造基本計画書 
 
 ④構造計画概要書 
 
 ⑤工事費概算書 
 
 ⑥各種技術資料 

３部（Ａ３） 

 

電気設備基本計画設計図書 
 ①電気設備基本計画設計概要書 
  電気設備計画概要、電気設備方式選定検討書、概略

計算書、防災設備計画書、その他実施設計に必要な
基本的事項を決定するための資料及び検討書 

 
 ②電気設備基本設計図 
 
 ③工事費概算書 
 
 ④各種技術資料 

３部（Ａ３） 

 

機械設備基本計画設計図書 
 ①機械設備基本計画設計概要書 
  機械設備計画概要、各機械設備方式選定検討書、概

略計算書、防災設備計画書、その他実施設計に必要
な基本的事項を決定するための資料及び検討書 

 
 ②機械設備基本設計図 
 
 ③工事費概算書 
 

④各種技術資料 

３部（Ａ３） 

 

打ち合わせ書 ３部（Ａ４） 

設計説明書 ３部（Ａ４） 

原図類 一式提出 

電子納品 電子媒体（ＣＤ－Ｒ）２セット提出 
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（2） 実施設計 

ア 建築実施設計の成果物の体裁・提出部数等は、表１－２による。 

                                          （表１－２） 

種 別 部数・形態 備 考 

意匠設計図 ３部（適宜） １部（Ａ３） 

構造計画書 １部（Ａ４）  

構造設計図 ３部（適宜） １部（Ａ３） 

構造計算書 １部（Ａ４）  

仮設計画図 １部（Ａ３）  

造成計画図 １部（Ａ３）  

工事費概算書 １部（Ａ４）  

設計説明書 １部（Ａ４）  

打ち合わせ書 １部（Ａ４）  

コスト縮減検討報告書 １部（Ａ４）  

リサイクル計画書 １部（Ａ４）  

木材使用状況報告書 １部（Ａ４）  

緑化面積等報告書 １部（Ａ４）  

計画通知関係図書 ※１部（適宜）  

現地調査報告書 １部（Ａ４）  

調査表 １部（Ａ４）  

法令チェックシート １部（Ａ４）  

概略工事工程表 １部（適宜）  

各種法令に関する申請図書 ※１部（適宜）  

透視図   

地質調査結果報告書   

地質調査資料（ホームページ公開用） １式提出（ＰＤＦ形式） 

原図類 １式提出 

電子納品 電子媒体（ＣＤ－Ｒ）を２セット提出 

設計図電子データ １式提出（ＰＤＦ形式） 

※部数は各行政庁の指示による                                 
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イ 設備実施設計の成果物の体裁・提出部数等は、表１－３による。 

                                          （表１－３） 

種 別 部数・形態 備 考 

電気設備設計図 ３部（適宜） １部（Ａ３） 

機械設備設計図 ３部（適宜） １部（Ａ３） 

電気設備計算書 ３部（Ａ４）  

機械設備計算書 １部（Ａ４）  

工事費概算書 １部（Ａ４）  

打ち合わせ書 １部（Ａ４）  

コスト縮減検討報告書 １部（Ａ４）  

リサイクル計画書 １部（Ａ４）  

計画通知関係図書 ※１部（適宜）  

概略工事工程表 １部（適宜）  

各種法令に関する申請図書 ※１部（適宜）  

電波障害対策資料 ４部（適宜）  

原図類 １式提出 

電子納品 電子媒体（ＣＤ－Ｒ）を２セット提出 

設計図電子データ １式提出（ＰＤＦ形式） 

※部数は各行政庁の指示による                                 
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ウ 積算業務の成果物の体裁・提出部数等は、表１－４による。 

                                          （表１－４） 

種 別 部 数 備 考 

（建 築） 

積算数量調書 １部（Ａ４）  

積算数量算出書 １部（Ａ４）  

営繕工事積算チェックマニュアル（建築工事編） １部（Ａ４）  

複合単価等作成資料 １部（Ａ４）  

見積書、見積り一覧表 １部（Ａ４）  

打ち合わせ書 １部（Ａ４）  

（電気設備） 

積算数量調書 １部（Ａ４）  

積算数量算出書 １部（Ａ４）  

営繕工事積算チェックマニュアル（電気設備工事編） １部（Ａ４）  

複合単価等作成資料 １部（Ａ４）  

見積書、見積り一覧表 １部（Ａ４）  

打ち合わせ書 １部（Ａ４）  

（機械設備） 

積算数量調書 １部（Ａ４）  

積算数量算出書 １部（Ａ４）  

営繕工事積算チェックマニュアル（電気設備工事編） １部（Ａ４）  

複合単価等作成資料 １部（Ａ４）  

見積書、見積り一覧表 １部（Ａ４）  

打ち合わせ書 １部（Ａ４）  

原図類 １式提出 

設計図電子データ 電子媒体（ＣＤ－Ｒ）を２セット提出 
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５ 設計図作成要領 

（1） 図面リスト・記載内容 

ア 基本設計 

    基本設計における図面の記載内容は、表２－１及び表２－２による。 

                                          （表２－１） 

成 果 物 縮 尺 摘 要 

建
築
⺺
総
合
⺻ 

一般業務 

計画説明図 

仕様概要表 

仕上表 

面積表及び求積表 

敷地案内図 

配置図 

平面図（各階） 

断面図 

立面図（各面） 

矩計図（主要部詳細） 

外構図（雨水貯留槽、駐車場含む） 

造成計画図 

レイアウト図及び概略設計図 

工事費概算書 

  

追加業務 

日影図 

透視図 

各種技術資料 

  

建
築
⺺
構
造
⺻ 

一般業務 

基本構造計画案 

構造計画概要書 

仕様概要書 

工事費概算書 

地質調査報告書 

  

追加業務 各種技術資料   

 

（注）１．建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

   ２．「総合」とは、建築物の意匠に関する計画並びに意匠、構造及び設備に関する設計を取りまとめる設

計をいう。 

   ３．「構造」に掲げる成果図書は、「意匠」に掲げる成果図書に含まれる場合がある。 

   ４．「設計説明書」には、設計主旨及び計画概要に関する記載を含む。 

   ５．「計画概要書」には、仕様概要及び計画図に関する記載を含む。 
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成果物 縮 尺 摘 要 

電
気
設
備 

一般業務 

電気設備計画説明書・概要書 

仕様概要書 

工事費概算書 

各種技術資料 

 

 

機
械
設
備 

一般業務 

空気調和設備計画説明書・概要書 

給排水衛生設備計画説明書・概要書 

昇降機設備計画概要説明書・概要書 

仕様概要書 

工事費概算書 

各種技術資料 

 

 

 

（注）１．建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

   ２．「電気設備」及び「機械設備」に掲げる成果図書は、「意匠」に掲げる成果図書に含まれる場合があ

る。 

   ３．「設計説明書」には、設計主旨及び計画概要に関する記載を含む。 

   ４．「計画概要書」には、仕様概要及び計画図に関する記載を含む。 
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ア 実施設計 

  実施設計における図面の記載内容は、表３－１、表３－２及び表３－３による。 

                                          （表３－１） 

成 果 物 縮 尺 摘 要 

建
築
⺼
意
匠
⺽⺺
総
合
⺻ 

一般業務 

表紙及び図面目次 

工事仕様書 

仕様概要 

仕上表 

面積表及び求積図 

敷地案内図 

配置図 

平面図（各階） 

断面図 

立面図（各面） 

矩計図 

展開図 

各伏図 

平面詳細図 

断面図詳細図 

各部詳細図 

部分詳細図 

建具キープラン 

建具表 

外構図 

外構詳細図 

造成計画図 

計画通知図書 

日影図 

 

 

 

 

 

 

 

１／１００ 

 

１／１００ 

 

１／１００ 

１／２０ 

１／５０ 

１／１００ 

１／２０ 

１／２０ 

１／２０ 

１／５ 

１／２００ 

 

 

１／５０ 

 

 

工事の概要を併記する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階段を含む 

追加業務 透視図   

建
築
⺺
構
造
⺻ 

一般業務 

構造設計図 

①伏図 

②軸組図 

③配筋リスト 

④ラーメン配筋図 

⑤各部断面図 

⑥標準断面図 

⑦各部詳細図 

仕様書 

構造計算書 

工事費概算書 

計画通知図書 

 

１／１００ 

１／１００ 

 

１／２０ 

１／３０ 

１／１００ 

１／２０ 

１／５０ 

 

 

 

 

杭、基礎、梁、床版等 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

   ２．「総合」とは、建築物の意匠に関する計画並びに意匠、構造及び設備に関する設計を取りまとめる設

計をいう。 
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（表３－２）  

成 果 物 縮 尺 摘 要 

電
気
設
備 

一般業務 

表紙及び図面目次 

工事仕様書 

敷地案内図 

配置図 

平面図（各階） 

各部詳細図 

電灯設備図 

動力設備図 

受変電設備図 

自家発電設備図 

避雷設備図 

構内交換設備図 

構内情報通信網設備図 

電気時計拡声設備図 

インターホン設備図 

テレビ共同受信設備図 

火災報知設備図 

中央監視制御設備図 

防犯設備図 

構内配線経路図 

機器仕様 

各系統図 

 

 

１／２００～１／６００ 

１／２００～１／６００ 

１／１００～１／２００ 

１／２０～１／５０ 

 

 

 

 

構内配線を併記してもよい 

構内配線を併記してもよい 

※１ 

※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

姿図、結線図等併記し明確

にすること 

※３ 

 

（注）１．建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

   ２．自家発電設備、非常電源設備は原則として図面を分離して構成する。 

 

   ※１ （1）原則として各設備、各階ごと原図１枚とする。 

      （2）引込み等屋外工事及び別途工事との関係を明確にする。 

   ※２ 配管、配線の複雑な箇所は平面、断面、展開図等を詳細に作成し、主体工事とのおさまり及び他

工事との取合いを明確にすること。 

   ※３ （1）既設、将来部分で本工事に関連ある部分は明確にすること。 

      （2）凡例は併記してもよい。 
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（表３－３）  

成 果 物 縮 尺 摘 要 

機
械
設
備 

一般業務 

表紙及び図面目次 

工事仕様書 

敷地案内図 

機器表・器具表 

配置図 

平面図（各階） 

各部詳細図 

各系統図 

機器図 

空気調和設備図 

換気設備図 

排煙設備図 

衛生器具設備図 

給水設備図 

排水設備図 

給湯設備図 

消火設備図 

厨房機器設備図 

ガス設備図 

屎尿浄化槽設備図 

自動制御設備図 

昇降機設備図 

特殊設備図 

屋外設備図 

 

 

１／２００～１／６００ 

 

１／２００～１／６００ 

１／１００～１／２００ 

１／２０～１／５０ 

 

１／１０～１／５０ 

 

 

 

 

 

配置図には引込管等の構内

は配管を併記してもよい 

※１ 

※２ 

階高を記入する 

 

（注）１．建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

   ２．担当者の指示により給排水衛生設備部門、空気調和・暖房・換気・排煙部門、昇降機部門に分け部

門ごとに構成する。 

 

   ※１ （1）各設備・各階ごと原図１枚を原則とする。 

      （2）1/100 を原則とし、1/200 の場合は複雑な箇所は詳細図を書く。 

   ※２ （1）機械室・便所等複雑な箇所は平面、断面、展開図等も作成する。 

      （2）他の工事とのおさまり、取り合いを明確にする。 

（3）その他 
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（2） 設計原図の材質等 

ア 設計原図の材質     ・普通紙 

イ 設計原図の大きさ    ・Ａ１判、Ａ２判 

   ウ 原図の大きさは次による。 

 

 

〇〇〇工事設計図 

受注者名 

（例） 

受注者：栃木県知事登録Ａ 〇〇〇〇号 ㈱〇〇設計事務所 

管理技術者：〇級建築士（第〇〇〇〇号）△△次郎 


